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時  間： 2016 年 7 月 19 日(火) 16：30－18：00  

































2016年 7月 23日(土) 14時 00分～ 
        京都大学経済学研究科三番教室（みずほ講義室） 
















司会  京都大学大学院経済学研究科東アジア経済研究センター長 宇仁宏幸 
 
14:00-14:10 
挨拶：京都大学大学院経済学研究科 研究科長 教授 文 世一  
14:10-15:40 
講演：慶北大学経済通商学部 教授 金 炯基 
「韓国労働市場改革の争点と展望」 （韓国語講演、通訳付き）           
15:50-16:20  
講演：常葉大学法学部 講師 安 周永 
 「労働市場改革の日韓比較」 （日本語講演） 
16:20-16:50  質疑応答 
16:50-16:55    閉会挨拶 
 
17:00-18:30 
懇親会  会場：京都大学経済学研究科 B1 みずほホール  
開会挨拶 京都大学大学院経済学研究科教授/東アジア経済研究センター長 宇仁宏幸 
 
●参加希望者は東アジア経済研究センター（ceaes2010@yahoo.co.jp）までご連絡ください。 













 中国―ASEAN 対話関係構築 25 周年国際シンポジュームが 4 月 11 日に北
京で開幕した。シンポジュームは中国国際問題研究院と中国―ASEAN センタ
ーの主催で、中国と ASEAN 諸国の専門家が出席。中国国際問題研究院の蘇格
院長、中国―ASEAN センターの楊秀萍事務局長、ASEAN の Mochtan 事務次
長が開幕式で挨拶を述べた。 
 Mochtan 事務次長は、中国―ASEAN 関係を高く評価し、中国と ASEAN は
手を携えて前進できるとの考えを示した。また、「ASEAN にとって中国は最大





 中国と ASEAN の関係については、中国メディアの見方と西側諸国のメディ
アの見方はしばしば食い違う。特に南シナ海問題が絡むと大きく主張が食い違
う。ここでは中国と ASEAN の経済協力に的を絞って、中国メディアの報道か
ら「中国と ASEAN の経済協力」を読み取ってみた。 
 
１．中国と ASEAN 関係発展の歴史 




＊1991 年に中国と ASEAN は正式に対話を開始した。同年 7 月には銭其琛外





＊1996 年 3 月、中国は ASEAN の全面的対話パートナー国への昇格の意思を
明確にし、同年 7 月、ASEAN 諸国の外相は中国を全面的対話パートナーとす
ることで一致し、同月に行われた ASEAN・対話パートナー国経済閣僚会議へ
の中国の初参加が実現した。 




＊2002 年 11 月に行われた第 6 回中国・ASEAN 首脳会議で、双方は「中国・
ASEAN 包括的経済協力枠組合意」に調印し、2010 年の中国・ASEAN 自由貿
易圏建設という目標が確定された。 













 ＊2005 年 7 月には、中国・ASEAN 自由貿易圏「貨物貿易協定」が施行さ
れ、双方の 7 千種目を超える製品の関税が引き下げられ、貿易額は増加の一途
をたどった。 
 ＊2007 年 1 月 14 日、双方はフィリピン・セブ島で中国・ASEAN 自由貿易
圏「サービス貿易協定」に調印し、これにより自由貿易圏の予定通りの全面的
な建設に向けて着実な基礎が打ち立てられた。 







 ＊2010 年 1 月 1 日、中国・ASEAN 自由貿易協定が発効した。 
 
２．習近平政権の ASEAN 重視策 





 中国と ASEAN の関係は成熟期に入り、中国・ASEAN 自由貿易圏高度化交
渉に入ろうとしている。 
 2014 年 7 月に米ピュー・リサーチセンターが発表した世論調査によると、
中国の近隣国は「中国の急成長は地域全体の発展にとって利益」との認識で一
致している。このうちタイ、マレーシア、インドネシアといった ASEAN 諸国
では、3 分の 2 以上の回答者が中国の全体的印象を高く評価した。（人民網 2014
年 9 月 16 日） 
 中国の王毅外交部長は 2015 年 8 月 5 日、マレーシアのクアラルンプールで
開催された中国―ASEAN 外相会議に出席した際、中国―ASEAN 協力をより




















①南寧市は中国と ASEAN の協力を深めるチャネル 
 2015 年 9 月、第 12 回中国―ASEAN 博覧会（CAEXPO）が広西チワン族
自治区南寧市で開催された。博覧会では 27 の高位フォーラムが開催され、62
件の国際経済協力契約と 107 件の国内経済協力契約が締結された。南寧市は
2004 年から CAEXPO の恒久的な開催地となり、中国と ASEAN 諸国の協力
を深め、「一帯一路」沿いの国々をつなぐ重要なチャネルとなっている。現在、
カンボジア、ラオス、ミャンマー、タイ、ベトナム、マレーシアが南寧市に領
事館を開設し、77 社の ASEAN 企業が 2014 年までに南寧市に 10 億米ドル以
上を投資してきた。また、南寧市は中国の 13 の省と都市を結ぶ高速鉄道の輸
送合流地となった。南寧市は 2014 年 8 月に中国の越境 e コマース・サービス



























させていきたい」と応じた。（人民網 6 月 4 日） 
 中国は日本の ASEAN への接近をかなり警戒している。岸田外相は 5 月 1 日
から 1 週間にわたって東南アジアを歴訪したが、中国網（5 月 4 日）は「日本
の外相が東南アジア歴訪、カネをばらまき中国を牽制」と題して、日本がメコ
























１．「もう親を捨てるしかない」   ２．「ひとり終活」  ３．「その症状、本当に認知症ですか」  
４．「老いも病も受け入れよう」   ５．「精神科医が教える 一生お金に困らない老後の生活術」  
 
１．「もう親を捨てるしかない」  島田裕巳著  幻冬舎新書  2016 年 5 月 30 日 

























































３．「その症状、本当に認知症ですか」  神谷達司著  扶桑社新書  2016 年 5 月 1 日 
帯の言葉：「ボケではないかも！ “治る認知症”なのに “治らない認知症”と診断！？」 














                                                                 
















































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年 6.9 5.9 10.7 1.4 9.7 6024 -9.8 -14.4 11.0 0.8 11.9 15.0 
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10 月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11 月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12 月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 -45.1 13.3 15.0 
2016 年             
1 月   10.3 1.8 18.0 633 -11.5 -18.8 14.1 -2.1 14.0 15.2 
2 月   10.2 2.3  326 -25.4 -13.8 -11.3 -1.3 13.3 14.7 
3月 6.7 6.8 10.5 2.3 11.2 299 11.2 -7.4 26.1 4.0 13.4 14.7 
4月  6.0 10.1 2.3 10.1 456 -2.0 -10.5 21.4 2.9 12.8 14.4 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
